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森平：改めまして、本日はお忙しい中、当社グループの 2023年度決算並びに中期経営計画の進捗

報告にご参加を賜りまして、誠にありがとうございます。本資料に沿って、これから説明いたしま

す。よろしくお願いいたします。 

こちらが本日のアジェンダでございます。まず青島から、2023年度実績と 2024年度の予想につ

いてご説明をさせていただき、そののち 25中計の進捗状況など、私からご説明申し上げます。 

それでは青島さん、まずお願いします。 
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青島：財務本部の青島でございます。それでは私より、2023年度決算および 2024年度予想につ

いてご説明いたします。 

5ページをご覧ください。2023年度決算のポイントです。 

2023年度の実績は前年比で減収減益でしたが、前回予想比で増収増益となりました。 

売上高 1兆 565億円、営業利益 112億円、営業利益は、Q4単期では 117億円のプラスとなりまし

た。経常利益は、支払利息の増加もあり 103億円。親会社株主に帰属する当期純利益は、65億円

のプラスとなりました。 

前回予想に対しては、主にインフラセグメントで、北米向け光ケーブルの売上が想定より増加した

こと、電装エレクトロニクスセグメントで、市況変動に伴う顧客からの一時収入があったことなど

により、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益が増益となりました。 

6ページから 8ページの説明は割愛いたしますが、売上高と営業利益の対前年での増減要因は、

Q3までの傾向と同じでございます。 
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9ページから 11ページのセグメント別の説明は、主に営業利益の前回予想比で説明いたします。 

インフラセグメントは、前回予想を上回りました。 

情報通信ソリューションは、北米向け光ケーブルの売上が微増となったことや、経費抑制により営

業利益が約 15億円上回りました。エネルギーインフラの営業利益は、ほぼ予想並みでございます

が微増となりました。 
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10ページです。 

電装エレクトロニクスセグメントは、前回予想を上回りました。 

自動車部品・電池は、市況変動に伴う顧客からの一時収入や為替影響もあり、営業利益は前回予想

を約 26億円上回りました。電装エレクトロニクス材料の営業利益は、ほぼ予想並みですが微増と

なりました。 
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11ページです。 

機能製品セグメントは、海外子会社の決算期相違による売上消去の影響により、売上高は予想を下

回りましたが、営業利益は生成 AI向け関連製品の需要好調が継続し、ほぼ予想並みでございます

がプラス 5億円ほどの微増となりました。 
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12ページは、2023年度末の要約 B/Sでございます。 

資産合計で 515億円の増加です。このうち、為替影響が 344億円となっております。棚卸資産が

前年度末比で 114億円増加していますが、為替・銅価の影響 84億円を除くと、約 30億円の増加

でございます。 

純資産では、その他包括利益の為替換算調整勘定が、円安による影響で 252億円増加です。 

フリーキャッシュフローはプラス 71億円、NET有利子負債は、円安影響もあり 77億円増加しま

したが、NET D/Eレシオは 0.1ポイント改善しました。 
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続いて、2024年度の予想について説明いたします。13ページをご覧ください。 

2024年度は、売上高および各段階損益において前年比増収増益を予想しております。 

売上高は 1兆 800億円、営業利益は 250億円、経常利益は 205億円、親会社株主に帰属する当期

純利益は 130億円の予想でございます。売上高と営業利益の詳細は、のちほど説明いたします。

営業利益は、為替レートの前提を 140円としたことによる為替差損が営業外で発生することを想

定しています。特別利益は保有資産のスリム化を継続する前提でございます。 

為替、銅建値の前提はご覧のとおりでございます。 
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14ページは、要約 P/Lです。説明は割愛いたします。 
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15ページは、売上高の増減要因です。 

地金価格の変動および為替影響等を除く、実質的な変動は 498億円の増加となります。 
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16ページは、営業利益の増減要因です。 

売上高の実質的な増加により 156億円のプラス。賃金上昇による人件費増加、操業増や前年抑制

した固定費の戻りにより、その他固定費が 125億円増加しますが、生産性改善や価格の適正化や

製品ミックス等による改善効果でプラス 172億円を見込み、2023年度比で 138億円の増益を見込

んでおります。 
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17ページは、説明を割愛いたします。 
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18ページは、営業利益の上期・下期のイメージでございます。 

全般的に市場は回復傾向との認識ですが、下期回復の市場も多く、回復の規模と時期は慎重に見込

んでおります。従来より下期偏重型の事業もあることから、2023年 Q4と比べると、Q1の滑り出

しはさほど高い水準にはならないと想定しており、上期・下期のバランスとしては、3対 7ぐらい

の業績推移になるのではという感触でございます。 

この表では、直前半期と比べたときの利益の方向感をお示ししております。 

エネルギーインフラは、従来下期偏重の事業であること、自動車部品・電池は、直前半期に一時金

の収入もあったことから、このような方向感であると認識しています。下期は、全セグメントで上

昇トレンドになると見ていますが、機能製品セグメントでは、AI関連需要が堅調であることか

ら、上期・下期通して上昇トレンドが続くと見ております。 
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19ページ、情報通信ソリューションです。 

前年比増収増益の予想でございます。ファイバ・ケーブルの需要は回復基調ですが、時期は慎重に

見ており、顧客の在庫調整の解消が下期から進む前提で予想しております。為替影響を除く実質的

な売上高は増加し、工場の操業上昇により、生産性も改善いたします。また、製品ミックスの改善

やデータセンタ関連の受注増もあり、増益の見込みです。 

ただし、2024年度は年度合計で赤字予想ということもあり、引き続きこちらの注力ポイントにあ

る取り組みを進めてまいります。 
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20ページ、エネルギーインフラです。 

前年比増収増益の予想です。工事案件は引き続き下期集中、国内超高圧ケーブルおよび再エネ海底

線のプロジェクト案件の進捗により増益の見込みです。 
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21ページは、自動車部品・電池です。 

自動車の生産台数は微増、古河電池の売上増に伴い、前年比増収増益の見込みです。 
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22ページは、電装エレクトロニクス材料です。 

銅価変動の影響を除くと、前年比で実質増収増益の予想です。車載関連需要の堅調に加え、下期か

らエレクトロニクス関連需要が回復することで工場の生産性も改善し、増益の見込みです。 
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23ページ、機能製品です。 

前年比増収増益の予想です。生成 AI関連製品の投資が引き続き活況であることに加え、スマホ・

パソコン等の需要回復およびサプライチェーン上の在庫調整が徐々に解消し、売上増による増益を

見込んでおります。 
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24ページは、設備投資額・減価償却費・研究開発費です。 

2023年度の設備投資はコストダウンを進め、前回予想比で約 40億円減少し 390億円。2023年度

の償却費は、設備投資と同額の 390億円となりました。 

2024年度の設備投資は、前年比 90億円増の 480億円の予定です。キャッシュアロケーションを

意識し、市場動向に合わせ、適切な投資を実施してまいります。 

また研究開発費については、将来の成長に向けた研究開発投資を継続します。 

私からの説明は、以上となります。 

司会：続きまして、社長の森平より、25中期経営計画の進捗についてご説明いたします。森平社

長、お願いいたします。 
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森平：それでは、私から 25中計の進捗を説明いたします。 

まずは現状認識からでございます。 

27ページをご覧ください。こちらの表は、先ほど青島の説明にも使いましたが、全体感を示した

ものでございます。2023年度の業績、それから 2024年度の予想でございます。 

まず 2023年度は、主に情報通信ソリューションの落ち込みから厳しい結果となっております。し

かしながら、自動車部品、機能製品といったほかのセグメント、さらにはその他のセグメントにお

きましても、上期に対して下期は回復基調となっております。 

2024年度もこの傾向が継続し、全般的に需要回復になると見込んでおりますが、従来から下期偏

重の傾向があることなどから、各サブセグメントについて、ここに示すようにやや慎重に直前の半

期比では計画を見込んでおります。特に情報通信ソリューションにつきましては、回復基調が鮮明

になってくるのは 2024年度の下期と見込んでおります。 

2025年の中期経営計画目標、営業利益 580億円以上に対しまして、足元の状況はまだ乖離が大き

い状況でございます。しかしながら 2024年度の予想が達成できるか否か、特に情報通信の達成い

かんが 25中計目標の達成の可否を左右すると考えています。ここが予想どおりに推移すれば、25

目標の達成は可能だと考えております。 
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28ページをご覧ください。今申し上げた 25中計目標達成に向けて、各事業で収益力向上の取り組

みは着実に進められています。 

しかし、市場のボラティリティはますます大きくなる傾向にありますので、今後もさらに変化への

対応力を高め、事業環境に左右されにくい収益構造への転換を強力に進め、成果につなげていく考

えでございます。 

当社グループの現状の事業基盤、顧客基盤は、昨今大きな変動を見せている情報通信や半導体、エ

レクトロニクス、自動車などに立脚する部分が多く、活況な投資が続いている AI、あるいはデー

タセンタに関連する部分は当然ありますけれども、不振が顕在化している情報通信ソリューション

において、その割合がおそらく競合他社に比べやや劣っていると認識しており、そこが収益性の劣

後になっていると分析をしています。ここの強化を継続的に進めており、徐々に効果が見えてきて

いるので、さらに継続して回復基調をより確かなものとしてまいります。 



 
 

 
23 

 

 

続きまして、重点施策の進捗状況についてご説明します。 

30ページをご覧ください。 

ただいまご説明のとおり、2023年度の業績は厳しい結果となっておりますが、25中計で掲げた三

つの重点施策は着実に進捗しております。この取り組みをしっかりと継続し、当社グループの企業

価値を向上させて、早期に、なるべく早く PBR1倍超えを達成できるよう、まずはそこを目指して

まいります。 
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31ページは、既存事業の収益最大化に関する状況でございます。 

2023年度で営業赤字となった情報通信ソリューションの回復、さらに機能製品セグメントのさら

なる成長、そして自動車部品・電池の収益安定などによって、収益拡大を図ってまいる計画でござ

います。 
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32ページをご覧ください。こちらは既存事業の収益最大化を、左の図のように既存事業の製品、

そして既存市場から新たなところに踏み出していくことを意図して作成し、その進捗を示すもので

ございます。 

電力ケーブルシステム、ワイヤハーネスといった各事業における収益最大化の取り組みは、着実に

進んでいます。先ほど申し上げたとおり、これらに加え現在 AI・データセンタ市場で好調に推移

している放熱・冷却システムをさらに伸ばしながら、状況として劣後していると申し上げた光ファ

イバ・ケーブルや光部品といった、情報通信ソリューションに関連するプロダクトミックスの最適

化、あるいは拡販を進めて、さらなる収益拡大を図ってまいります。 

また、既に増産投資を行った半導体製造用テープの三重新工場は、2025年度からの量産開始に向

けた準備が進んでおり、今後回復が見込まれる半導体市場でのさらなる成長を取り込むように対応

を進めております。 
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情報通信ソリューションについて、もう少しお話しいたします。 

厳しい市場環境となっている欧米、特に北米市場は、通信キャリアなどの顧客において在庫調整が

進み始め、底を打ったと考えられるようになってまいりました。受注も、足元少しずつ好転の兆し

を見せております。今後は緩やかな回復が見え始め、その回復状況をよく見ながら対応していくこ

とになっていくと考えています。 

さらに、好調な AI・データセンタ市場への拡販活動をさらに進め、キャリア需要を確実に取り込

みながらそういった高付加価値品、あるいは市場拡大しているところの需要も取り込んで、製販体

制強化により需要を確実に成長に結び付けていく。これが情報通信ソリューションの足元の回復の

考え方でございます。 
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34ページをご覧ください。こちらは重点施策の二つ目、新事業創出に向けた基盤整備に関するも

のでございます。 

主要施策の二つ目であるこの施策においても、さまざまな取り組みが進捗しております。ここに主

な取り組みとして記載したものは、代表的なものでございますのでご覧ください。 
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35ページにまいります。こちらは三つ目の重点施策、ESG経営の基盤強化について表したもので

ございます。 

左側、GHG 排出量の削減は、従来の目標値をさらに厳しいほうにシフトさせて、こちらの新目標

において管理を進めています。今、足元はこれを満たす状態で進捗しています。 

右側、従業員エンゲージメントスコアですが、こちらは従業員の働きがいの向上によって、それを

中長期的なサステナブルなグループに転換するところを目指す指標でございます。単体をまず指標

として取り上げておりましたが、今年度からグループ全体にスコアの調査を拡大し、今後は新目標

としてグループ全体でのこの指標の向上をもって、この取り組みの活性化を図ってまいります。 
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続いて、事業ポートフォリオ最適化と経営資源の配分についてお話をいたします。 

37ページをご覧ください。 

ROICと FVA（Furukawa Value Added）というわれわれ独自の指標でございます。こういった経

営管理指標に基づく適切な資源配分の実施は、まず製品レベルで低採算、不採算品を縮小、撤退す

る。それと併せて、高収益品への集中による事業の成長を基として、これらの指標を見ながら作業

を進めている。これがかなり定着をしてまいりました。 

そしてこの活動の延長線上に、事業というくくりでの最適化を視野に入れて進めております。現

状、収益改善に向けた事案が 2件、成長戦略として 2件、それぞれの事案が進んでおります。 

またキャッシュ・コンバージョン・サイクルの改善、あるいは保有資産のスリム化といった施策に

よる、財務体質の改善とキャッシュの創出といった取り組みも継続的に進めております。 
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38ページをご覧ください。 

株主還元につきましては、これまでどおり安定的かつ継続的に株主還元していくことを基本方針と

しつつ、親会社株主に帰属する当期純利益の 30%を目途として、業績に連動した配当を実施して

まいります。 

2023年度の配当ですが、1株当たり 60円を予定しております。また、2024年度の配当は、今の

ところ 1株当たり同様の 60円を予想しております。 
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最後に、2025年度までを俯瞰した財務目標値を掲載いたしました。 

2024年度の予想、そして 2025年度の目標はそれぞれこのようになっておりまして、今のところ

中期経営目標の到達目標は変更しておりません。今まで申し述べたとおり、今年度の推移を見つ

つ、特に情報通信に注目しながら、引き続き 25中計目標の達成を目指して進めてまいります。 

以上、私からの説明はこれで終了でございます。ご清聴、誠にありがとうございました。 

 


